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第 ６ 号 

熊本県税条例の一部を改正する条例の制定について 

 熊本県税条例の一部を改正する条例を次のように制定することとする。 

  令和５年６月６日提出 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

熊本県税条例の一部を改正する条例 

第１条 熊本県税条例（昭和２９年熊本県条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第１００条の３第１項第１号ア(イ)中「１００分の６５」を「１００分の７０」に改

め、同号イ(イ)中「１００分の７５」を「１００分の８０」に改め、同号ウ中「２．５

トン」を「３．５トン」に改め、同号エ中「２．５トン」を「３．５トン」に、「トラ

ック」を「バス」に改め、同号エ(ア)ａ中「２分の１」を「４分の３」に改め、同号エ

(ア)ｂ中「４分の１」を「２分の１」に改め、同号エ(イ)中「平成２７年度基準エネル

ギー消費効率（法第１４９条第１項第４号ニ(２)に規定する平成２７年度基準エネルギ

ー消費効率をいう。以下この項及び次項において同じ。）に１００分の１２０」を「令

和２年度基準エネルギー消費効率に１００分の１０５」に改め、同号オ中「２．５トン

を超え」及び「バス又は」を削り、同号オ(イ)中「平成２７年度基準エネルギー消費効

率に１００分の１１０を乗じて得た数値」を「令和４年度基準エネルギー消費効率（法

第１４９条第１項第４号ホ(２)に規定する令和４年度基準エネルギー消費効率をいう。

以下この項及び次項において同じ。）に１００分の９５を乗じて得た数値（車両総重量

が２．５トン以下のトラックにあっては、令和４年度基準エネルギー消費効率）」に改

め、同号カ中「バス又は」を削り、同号カ(イ)中「平成２７年度基準エネルギー消費効

率に１００分の１１５を乗じて得た数値」を「令和４年度基準エネルギー消費効率」に 

改め、同項第２号ア(イ )中「１００分の６５」を「１００分の７０」に改め、同号イ(イ) 

中「１００分の７５」を「１００分の８０」に改め、同項第３号ア(イ)中「１００分の

６５」を「１００分の７０」に改め、同号イ(イ)中「１００分の７５」を「１００分の

８０」に改め、同号オ中「第９条の４第１３項」を「第９条の４第１５項」に改め、同

号オ(イ)中「平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の１０５」を「平成２７

年度基準エネルギー消費効率（法第１４９条第１項第６号ト(２)に規定する平成２７年

度基準エネルギー消費効率をいう。次項において同じ。）に１００分の１１０」に改め、

同号オを同号キとし、同号エ中「バス又は」を削り、「第９条の４第１２項」を「第９

条の４第１４項」に改め、同号エ(イ)中「平成２７年度基準エネルギー消費効率に１０

０分の１１５を乗じて得た数値」を「令和４年度基準エネルギー消費効率」に改め、同

号エを同号カとし、同号ウ中「バス又は」を削り、「第９条の４第１１項」を「第９条

の４第１３項」に改め、同号ウ(イ)中「平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００
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分の１１０」を「令和４年度基準エネルギー消費効率に１００分の９５」に改め、同号

ウを同号オとし、同号イの次に次のように加える。 

ウ 車両総重量が３．５トン以下のバスのうち、次のいずれにも該当するもので省

令第９条の４第１１項に規定するもの 

(ア) 次のいずれかに該当すること。 

ａ 平成３０年軽油軽中量車基準に適合すること。 

ｂ 平成２１年軽油軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物及び粒子状物質

の排出量が平成２１年軽油軽中量車基準に定める窒素酸化物及び粒子状物質

の値の１０分の９を超えないこと。 

(イ) エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。 

エ 車両総重量が３．５トン以下のバスのうち、次のいずれにも該当するもので省

令第９条の４第１２項に規定するもの 

(ア) 平成２１年軽油軽中量車基準に適合すること。 

(イ) エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率に１００分の１

０５を乗じて得た数値以上であること。 

第１００条の３第２項第１号ア中「乗用車」を「営業用の乗用車」に、「第９条の４

第１４項」を「第９条の４第１６項」に改め、同号イ中「車両総重量が２．５トン以下

のバス又はトラック」を「自家用の乗用車」に、「第９条の４第１５項」を「第９条の

４第１７項」に改め、同号イ(イ)中「平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分

の１１５」を「令和１２年度基準エネルギー消費効率に１００分の７０」に改め、同号

イに次のように加える。 

(ウ) エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。 

第１００条の３第２項第１号ウ中「２.５トンを超え」及び「又はトラック」を削り、 

「第９条の４第１６項」を「第９条の４第１８項」に改め、同号ウ(ア)ａ中「２分の１」 

を「４分の３」に改め、同号ウ(ア )ｂ中「４分の１」を「２分の１」に改め、同号ウ(イ) 

中「平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の１０５を乗じて得た数値」を「

令和２年度基準エネルギー消費効率」に改め、同号エ中「バス又は」を削り、「第９条

の４第１７項」を「第９条の４第２０項」に改め、同号エ(イ)中「平成２７年度基準エ

ネルギー消費効率に１００分の１１０」を「令和４年度基準エネルギー消費効率に１０

０分の９５」に改め、同号エを同号オとし、同号ウの次に次のように加える。 

エ 車両総重量が２．５トン以下のトラックのうち、次のいずれにも該当するもの

で省令第９条の４第１９項に規定するもの 

(ア) 次のいずれかに該当すること。 

ａ 平成３０年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が
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平成３０年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分の１を超え

ないこと。 

ｂ 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が

平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の４分の１を超えない

こと。 

(イ) エネルギー消費効率が令和４年度基準エネルギー消費効率に１００分の９

５を乗じて得た数値以上であること。 

第１００条の３第２項第２号を次のように改める。 

(２) 次に掲げる石油ガス自動車 

ア 営業用の乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので省令第９条の４第２１

項に規定するもの 

(ア) 次のいずれかに該当すること。 

ａ 平成３０年石油ガス軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が

平成３０年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分の１を超え

ないこと。 

ｂ 平成１７年石油ガス軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が

平成１７年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を超え

ないこと。 

(イ) エネルギー消費効率が令和１２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

６０を乗じて得た数値以上であること。 

(ウ) エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。 

イ 自家用の乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので省令第９条の４第２２

項に規定するもの 

(ア) 次のいずれかに該当すること 

ａ 平成３０年石油ガス軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が

平成３０年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の２分の１を超え

ないこと。 

ｂ 平成１７年石油ガス軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が

平成１７年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を超え

ないこと。 

(イ) エネルギー消費効率が令和１２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

７０を乗じて得た数値以上であること。 

(ウ) エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。 

第１００条の３第２項第３号ア中「乗用車」を「営業用の乗用車」に、「第９条の４
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第１９項」を「第９条の４第２３項」に改め、同号イを次のように改める。 

イ 自家用の乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので省令第９条の４第２４

項に規定するもの 

(ア) 平成３０年軽油軽中量車基準又は平成２１年軽油軽中量車基準に適合する

こと。 

(イ) エネルギー消費効率が令和１２年度基準エネルギー消費効率に１００分の

７０を乗じて得た数値以上であること。 

(ウ) エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。 

第１００条の３第２項第３号エ中「第９条の４第２２項」を「第９条の４第２７項」

に改め、同号エ(イ)中「以上」を「に１００分の１０５を乗じて得た数値以上」に改め、

同号エを同号オとし、同号ウ中「バス又は」を削り、「第９条の４第２１項」を「第９

条の４第２６項」に改め、同号ウ(イ)中「平成２７年度基準エネルギー消費効率に１０

０分の１１０」を「令和４年度基準エネルギー消費効率に１００分の９５」に改め、同

号ウを同号エとし、同号イの次に次のように加える。 

ウ 車両総重量が３．５トン以下のバスのうち、次のいずれにも該当するもので省

令第９条の４第２５項に規定するもの 

(ア) 平成２１年軽油軽中量車基準に適合すること。 

(イ) エネルギー消費効率が令和２年度基準エネルギー消費効率以上であること。 

第１００条の３第４項中「からエまで」を「、イ及びオ」に、「及びイ」を「、イ及

びエ」に改め、同項の表第１項第１号ア(イ)の項中「１００分の６５」を「１００分の

７０」に、「１００分の１４１」を「１００分の１５１」に改め、同表第１項第１号イ

(イ)の項中「１００分の７５」を「１００分の８０」に、「１００分の１６２」を「１

００分の１７３」に改め、同表第１項第１号イ(ウ)及びウ(イ)の項中「及びウ(イ)」を 

削り、同表第１項第１号エ(イ)の項中「第１項第１号エ(イ)」を「第１項第１号オ(イ)」 

に、「平成２７年度基準エネルギー消費効率（法第１４９条第１項第４号ニ(２)に規定 

する平成２７年度基準エネルギー消費効率をいう。以下この項及び次項において同じ。） 

に１００分の１２０」を「令和４年度基準エネルギー消費効率）」に、「１００分の１

５０」を「１００分の１５５を乗じて得た数値）」に改め、同表第２項第１号イ(イ)の

項中「平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の１１５」を「令和１２年度基

準エネルギー消費効率に１００分の７０」に、「１００分の１４４」を「１００分の１

５１」に改め、同表に次のように加える。 

第２項第１号 

イ(ウ) 

令和２年度基準エネルギー消費

効率 

平成２２年度基準エネルギー消費効率

に１００分の１５０を乗じて得た数値 

第２項第１号 令和４年度基準エネルギー消費 平成２２年度基準エネルギー消費効率 
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エ(イ) 効率に１００分の９５ に１００分の１４７ 

  同条第５項中「、第２号及び第３号ア」を「及びイ、第２号並びに第３号ア及びイ」 

に改め、同項の表第１項第１号ア(イ)の項中「１００分の６５」を「１００分の７０」

に、「１００分の９４」を「１００分の１０２」に改め、同表第１項第１号イ(イ)の項

中「１００分の７５」を「１００分の８０」に、「１００分の１０９」を「１００分の

１１６」に改め、同表第１項第２号ア(イ)の項中「１００分の６５」を「１００分の７

０」に、「１００分の９４」を「１００分の１０２」に改め、同表第１項第２号イ(イ)

の項中「１００分の７５」を「１００分の８０」に、「１００分の１０９」を「１００

分の１１６」に改め、同表第１項第３号ア(イ)の項中「１００分の６５」を「１００分

の７０」に、「１００分の９４」を「１００分の１０２」に改め、同表第１項第３号イ 

(イ)の項中「１００分の７５」を「１００分の８０」に、「１００分の１０９」を「１ 

００分の１１６」に改め、同表第２項第１号ア(イ)、第２号イ及び第３号ア(イ)の項中

「、第２号イ及び第３号ア(イ)」を削り、同表に次のように加える。 

第２項第１号 

イ(イ) 

令和１２年度基準エネルギー消

費効率に１００分の７０ 

令和２年度基準エネルギー消費効率に 

１００分の１０２ 

第２項第２号 

ア(イ) 

令和１２年度基準エネルギー消

費効率に１００分の６０ 

令和２年度基準エネルギー消費効率に 

１００分の８７ 

第２項第２号 

イ(イ) 

令和１２年度基準エネルギー消

費効率に１００分の７０ 

令和２年度基準エネルギー消費効率に 

１００分の１０２ 

第２項第３号 

ア(イ) 

令和１２年度基準エネルギー消

費効率に１００分の６０ 

令和２年度基準エネルギー消費効率に 

１００分の８７ 

第２項第３号 

イ(イ) 

令和１２年度基準エネルギー消

費効率に１００分の７０ 

令和２年度基準エネルギー消費効率に 

１００分の１０２ 

附則第７条の４を削る。 

附則第８条の１０第３項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める。 

附則第８条の１２第４項中「総務省令で定める被けん引自動車」を「省令附則第４条

の１１第１１項に規定する被けん引自動車」に、「総務省令で定めるもの（次項におい

て」を「省令附則第４条の１１第９項に規定するもの（次項において」に、「総務省令

で定めるもの（第６項において」を「省令附則第４条の１１第１０項に規定するもの（

第６項において」に、「総務省令で定めるものに限る。）」を「省令附則第４条の１１

第８項に規定するものに限る。）」に改め、同条第５項中「第４条の１１第１７項」を

「第４条の１１第１２項」に改め、同条第６項中「乗用車（総務省令で定めるもの」を

「乗用車（省令附則第４条の１１第１４項に規定するもの」に、「バス（総務省令で定

めるもの」を「バス（省令附則第４条の１１第１５項に規定するもの」に、「衝突被害
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軽減制動制御装置を備えるもの（総務省令で定めるもの」を「衝突被害軽減制動制御装

置を備えるもの（省令附則第４条の１１第１３項に規定するもの」に改め、同条第７項

中「第４条の１１第１９項」を「第４条の１１第１６項」に改める。 

附則第９条第２項第２号中「総務省令で定めるもの」を「省令附則第５条の２第１項

で規定するもの」に、「第５条の２第７項」を「第５条の２第２項」に改め、同項第４

号中「５条の２第８項」を「第５条の２第３項」に改め、同項第５号中「第５条の２第

９項」を「第５条の２第４項」に改め、同項第６号中「第５条の２第１０項」を「第５ 

条の２第５項」に改め、同条第３項第１号中「第５条の２第１１項」を「第５条の２第 

６項」に改め、同項第２号中「第５条の２第１２項」を「第５条の２第７項」に改め、 

同項第３号中「第５条の２第１３項」を「第５条の２第８項」に改める。 

附則第９条の３第３項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める。 

第２条 熊本県税条例の一部を次のように改正する。 

第１９条中「公示送達は、」の次に「公示事項（同条第２項に規定する公示事項をい

う。以下この条において同じ。）を総務省令で定める方法により不特定多数の者が閲覧

することができる状態に置く措置をとるとともに、公示事項が記載された書面を」を加

え、「掲示して行う」を「掲示し、又は公示事項を知事の権限に属する事項については

総務部市町村・税務局税務課、広域本部長の権限に属する事項については当該広域本部、

自動車税事務所長の権限に属する事項については熊本県自動車税事務所に設置した電子

計算機の映像面に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとることに

よってする」に改める。 

第１００条の３第１項中「又は第３項」を「から第４項まで」に改め、同項第１号ア

(イ)中「１００分の７０」を「１００分の８０」に改め、同号イ(イ)中「１００分の８

０」を「１００分の８５」に改め、同項第２号ア(イ)中「１００分の７０」を「１００

分の８０」に改め、同号イ(イ)中「１００分の８０」を「１００分の８５」に改め、同

項第３号ア(イ)中「１００分の７０」を「１００分の８０」に改め、同号イ(イ)中「１

００分の８０」を「１００分の８５」に改め、同号キ(イ)中「平成２７年度基準エネル

ギー消費効率（法第１４９条第１項第６号ト(２)に規定する平成２７年度基準エネルギ

ー消費効率をいう。次項において同じ。)に１００分の１１０を乗じて得た数値」を「

令和７年度基準エネルギー消費効率（法第１４９条第１項第６号ト(２)に規定する令和

７年度基準エネルギー消費効率をいう。次項において同じ。）」に改め、同条第２項中

「又は第５項」を「から第６項まで」に改め、同項第１号ア(イ)中「１００分の６０」 

を「１００分の７０」に改め、同号イ(イ)中「１００分の７０」を「１００分の７５」

に改め、同項第２号ア(イ)中「１００分の６０」を「１００分の７０」に改め、同号イ

(イ)中「１００分の７０」を「１００分の７５」に改め、同項第３号ア(イ)中「１００
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分の６０」を「１００分の７０」に改め、同号イ(イ)中「１００分の７０」を「１００

分の７５」に改め、同号オ(イ)中「平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の

１０５」を「令和７年度基準エネルギー消費効率に１００分の９５」に改め、同条第３

項中「又は第５項」を「から第６項まで」に改め、同条第４項の表第１項第１号ア(イ) 

の項中「１００分の７０」を「１００分の８０」に、「１００分の１５１」を「１００

分の１７３」に改め、同表第１項第１号イ(イ)の項中「１００分の８０」を「１００分

の８５」に、「１００分の１７３」を「１００分の１８４」に改め、同表第２項第１号

ア(イ)の項中「１００分の６０」を「１００分の７０」に、「１００分の１３０」を「

１００分の１５１」に改め、同表第２項第１号イ(イ)の項中「１００分の７０」を「１

００分の７５」に、「１００分の１５１」を「１００分の１６２」に改め、同条第５項

の表第１項第１号ア(イ)の項中「１００分の７０」を「１００分の８０」に、「１００

分の１０２」を「１００分の１１６」に改め、同表第１項第１号イ(イ)の項中「１００

分の８０」を「１００分の８５」に、「１００分の１１６」を「１００分の１２３」に

改め、同表第１項第２号ア(イ)の項中「１００分の７０」を「１００分の８０」に、「

１００分の１０２」を「１００分の１１６」に改め、同表第１項第２号イ(イ)の項中「

１００分の８０」を「１００分の８５」に、「１００分の１１６」を「１００分の１２

３」に改め、同表第１項第３号ア(イ)の項中「１００分の７０」を「１００分の８０」

に、「１００分の１０２」を「１００分の１１６」に改め、同表第１項第３号イ(イ)の

項中「１００分の８０」を「１００分の８５」に、「１００分の１１６」を「１００分

の１２３」に改め、同表第２項第１号ア(イ)の項中「１００分の６０」を「１００分の 

７０」に、「１００分の８７」を「１００分の１０２」に改め、同表第２項第１号イ(イ) 

の項中「１００分の７０」を「１００分の７５」に、「１００分の１０２」を「１００

分の１０９」に改め、同表第２項第２号ア(イ)の項中「１００分の６０」を「１００分

の７０」に、「１００分の８７」を「１００分の１０２」に改め、同表第２項第２号イ

(イ)の項中「１００分の７０」を「１００分の７５」に、「１００分の１０２」を「１

００分の１０９」に改め、同表第２項第３号ア(イ)の項中「１００分の６０」を「１０

０分の７０」に、「１００分の８７」を「１００分の１０２」に改め、同表第２項第３

号イ(イ)の項中「１００分の７０」を「１００分の７５」に、「１００分の１０２」を

「１００分の１０９」に改め、同条に次の１項を加える。 

６ 第１項（第３号キに係る部分に限る。）及び第２項（第３号オに係る部分に限る。） 

の規定は、平成２７年度基準エネルギー消費効率算定自動車（法第１４９条第４項に

規定する平成２７年度基準エネルギー消費効率算定自動車をいう。）について準用す

る。この場合において、第１項第３号キ(イ)中「令和７年度基準エネルギー消費効率

（法第１４９条第１項第６号ト(２)に規定する令和７年度基準エネルギー消費効率を
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いう。次項において同じ。）」とあるのは「平成２７年度基準エネルギー消費効率(

法第１４９条第３項に規定する平成２７年度基準エネルギー消費効率をいう。次項３

号オ(イ)において同じ。）に１００分の１１０を乗じて得た数値」と、第２項第３号

オ(イ)中「令和７年度基準エネルギー消費効率に１００分の９５」とあるのは「平成

２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の１０５」と読み替えるものとする。 

 附則第８条の９第２項を削る。 

附則第８条の１０第１項中「又は第３項」を「又は第４項まで」に、「又は第５項」

を「から第６項まで」に改める。 

附則第８条の１１中「又は第５項」を「から第６項まで」に改める。 

附則第９条第１項第２号中「軽油自動車」を「法第１４９条第１項第６号に規定する

軽油自動車（次項第６号及び第３項第３号において「軽油自動車」という。）」に改め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に 

定める日から施行する。 

 (１) 第１条中第１００条の３、附則第８条の１０第３項及び附則第９条の３第３項の

改正規定 令和６年１月１日 

 (２) 第２条中第１９条の改正規定 地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律

第１号）附則第１条第１２項の政令で定める日 

 (３) 第２条中第１００条の３の改正規定、附則第８条の９第２項を削る改正規定並び

に附則第８条の１０第１項、附則第８条の１１及び附則第９条第１項第２号の改正規

定 令和７年４月１日 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の熊本県税条例（以下「新条例」という。）の規定中自動

車税の環境性能割に関する部分は、前項第１号に掲げる規定の施行の日以後に取得され

た自動車に対して課すべき自動車税の環境性能割について適用し、同日前に取得された

自動車に対して課する自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

３ 新条例の規定中自動車税の種別割に関する部分は、令和５年度分の附則第１項第１号

に掲げる規定の施行の日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税の種別割及び令

和６年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの同日前

に納税義務が発生した者に課する自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

４ 新条例の規定中不動産取得税に関する部分は、令和５年４月１日以後の不動産の取得

に対して課すべき不動産取得税について適用し、同日前の不動産の取得に対して課する
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不動産取得税については、なお従前の例による。 

５ 第２条の規定による改正後の熊本県税条例第１９条の規定は、附則第１項第２号に掲

げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日前にした公示送達につい

ては、なお従前の例による。 

６ 第２条の規定による改正後の熊本県税条例の規定中自動車税の環境性能割に関する部

分は、附則第１項第３号に掲げる規定の施行の日以後に取得された自動車に対して課す

べき自動車税の環境性能割について適用し、同日前に取得された自動車に対して課する

自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

 （提案理由） 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）等の一部改正に伴い、関係規定を整備する必要

がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 

 

 

 


